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あらまし 
組織の概念について我が国で最も普及しているバーナードによる定義は、世の中一般の認識とは異なり違

和感を与えているところがある。なぜ、こうした違和感が生まれるのかを考察し、もっと現実味のある組織

の概念が提示できないか検討する。 
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1. はじめに 
経営組織論の授業を担当しているが、第１回目の授業で

話すのは組織とは何か、つまり組織の定義についてである。

日本経営学会をはじめ、我が国の経営学関係の学会では、

チェスター・バーナードの定義が最も普及している。組織

とは「二人以上の人々の意識的に調整された活動ないし諸

力の体系」(Barnard, 1938, 邦訳 p.75)という定義である。こ
の定義を学生たちに紹介し説明するなかで、私自身は違和

感をもっている。経営学は実学であるとされ、現実の経営

活動を説明できるからこそ価値を有していると思う。とこ

ろが、バーナードの定義には現実とそぐわない部分のある

ことが違和感の原因となっている。 
 

2. バーナードによる組織の概念 
バーナードによる組織の定義に対して、私が持つ違和感

は２つの点から生じている。一つは組織であると信じられ

ているものが、組織ではないとされる点である。二つ目は、

組織の構成メンバーが限定されず無限に拡大する点である。

バーナードによる組織の定義は抽象的であるが、バーナー

ドは主著「経営者の役割」のなかで、分かりやすい例を挙

げている。道路に一人では動かすことの出来ない大きな石

があり、通行の邪魔になっている。人々が力を合わせて石

をどかす。石をどかそうと力を合わせているときに、まさ

に組織が出現するのだという。一方、問題の石がどかされ

てしまえば組織は解消する。 
この例から理解されるのは、組織とは人の集まりではな

く、人々が協力しあっている活動そのものを組織と捉えて

いることである。つまり協力していることが組織であると

している。バーナードは組織の要素として、目的、協働意

欲、コミュニケーションの３つを挙げている。例に従って

いうなら、石をどかすことが目的、その目的のために他人

と協力しようという気持ちが協働意欲、効果的に作業する

ために話し合うこと、指示することがコミュニケーション

だといえる。 
人から切り離された協力活動そのものをバーナードは

組織と呼んでいる。この点に現実離れの感じを与えてしま

う理由がある。組織について広辞苑では、社会を構成する

各要素が結合した、有機的な働きをする統一体であるとし

ていて、活動の相互作用のみに限定していない。バーナー

ドは活動の相互作用という機能面に着目した結果、そのよ

うな活動がなぜ行われ、相互に関係しあうかに焦点を当て

ていない。組織の研究では、原因や理由を問うことこそが

大切なはずである。我が社には明確なビジョンがない、ウ

チは風通しの悪い組織だ、ウチの組織はバラバラだ、とい

った組織への不満は、組織の３つの要素のいずれかが欠け

ていることを示していて、バーナード的には組織といえな

い状態である。しかし、世の中の組織をみると、こうした

３要素すべてが完備されている場合はむしろ少ないと思わ

れる。 
バーナード組織論を批判する中條(1998, p.272)は次のよ
うに言う。「バーナードの観点での組織の定義では、協力関

係が存在する限り、そこに組織を見る。それゆえ、石を動

かす作業をたまたま出会った人間がやるのも、契約の下で

集められた人間がやるのも、同じく組織が成立していると

捉える。しかし現実には、おなじ協働作業であっても、そ

れを同列に論じることはできない。一方は単なる人助けで

あり、他方は義務規定を伴った拘束性をおびた契約行為で

ある。協働の内容はおなじでも、社会的な意味合いが異な

る」。中條(1998)は、バーナードによる定義が機能主義に偏
っており、組織という現象の本質を見ないで、組織の作用

した結果を見ているにすぎないと批判する。中條は機能の

面からではなく、団体の維持運営のための社会的関係とし

て、構造化された「仕組み」を組織と考えている。 
そもそもバーナードが活動の相互作用のみに限定して

組織論を展開したのはなぜだろうか。あらゆるタイプの組
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織すべてに通用する純粋な組織概念を求めたことも理由で

あるが、中心的な理由は人間に対する見方を大きく変えた

からだと思われる。バーナードは新しい人間観をベースに

組織を考えていった。この人間観とは、制約がありながら

も自ら考え行動するとの立場である。人間を組織の一部と

考えることは、従前どおり歯車とみなす古い人間観に依っ

ていることになる。だからこそ、人間が組織を構成するの

ではなく、人間によって提供される活動のみを構成要素と

した。 
個としての人間と全体の目的の達成を目指す組織とを

統合する工夫として、誘因・貢献の理論を展開する。人間

の欲求を充足させる誘因を与える見返りに、共通目的の実

現に向けた貢献を引き出す。全体の目的の実現については

有効性、個々の人間の欲求充足について能率性という尺度

を考えていく。バーナードの立場では有効性と能率をとも

に満足させないと組織は崩壊してしまう。経営者の役割は

有効性と能率の向上に努力することであるが、そのために

は共通目的、コミュニケーション、協働意欲の３要素の確

保が求められる。 
だが、バーナードのいう組織は理想的なものを指すだけ

のように見える。それは協力関係を組織と捉え帰納法的に、

その条件を探し求めた点にあると思われる。組織の３要素

を備えていない不完全な組織のほうが当然であるとの立場

からいうなら、バーナードは一般通念からみて組織とされ

ないものを組織と呼び、一般に組織とされるものを組織で

はないとしてしまった。協力関係の条件を帰納法的に求め

たところに問題がある。むしろ共通目的を効果的に達成す

るための仕組みをつくり、その仕組みによって人々と必要

な経営資源の範囲は定まり組織は構成されるといえる。た

だし、こうして作られた組織が協力関係の構築に失敗する

ことは多々あることであり、協力関係がないからといって

組織自体が不成立になるとはいえない。 
 

3. 組織概念の修正 
組織について集合論の立場から見直す場合、活動自体よ

りもその行為者そして他の経営資源から組織は構成される

と考えたほうが自然である。そうなると誰が当該組織のメ

ンバーなのかという問題が顕在化する。バーナード流の思

考をするなら組織のメンバーは無限に拡大してしまう。活

動の相互作用として組織を見る場合、誘因と貢献の交換関

係がありさえすればよいから、その範囲はどんどん大きく

なる。企業の組織でいうなら顧客、株主、取引先、そして

行政機関さえも組織の構成者となってしまう。我々の常識

とは合致しない点である。このことについて、バーナード

自身も通常の組織観とは異なるものだとしている(Barnard, 
1938, 邦訳, pp.72-74)。 
組織は目標を効率的に達成するための仕組みであり、そ

こに加わる人々および他の資源の集合であると考えられる。

ただし、諸制度の変化や技術の発展などの外部環境、そし

て参加者の利害関係などによって、目標は変化し、それに

あわせて仕組みも様々に変容するので、組織の構成メンバ

ーの顔ぶれも変わっていく。 
たとえば、連結会計制度が導入されて、企業は連結決算

重視の経営をしなければならなくなった。この会計制度の

変化は組織の境界の変化を導いている。連結会計制度のも

とではグループ子会社の業績を犠牲にして親会社単独の業

績を高めることができない。あくまでもグループ全体の業

績を高めることが必要になる。こうした制度は粉飾決算の

防止を主目的としているが、同時に組織の範囲が変わる可

能性を生じさせている。人事という管理活動ひとつとって

みても、単独の会社ごとではなくグループ全体で行うこと

が必要である。親会社に優秀な人材を集中させ親会社の業

績を高めても、グループ子会社の業績が下がればグループ

全体の業績は低下する。グループ全体を考えた上での人事

を行うことは、いわば独立法人としての会社の範囲を超え

た組織運営が行われていることになる。こうなるとグルー

プ全体を１つの組織とみなすことも出来るのである。法規

の変更、規模の変化、社会情勢の変化、そして利害関係変

化などを通じて、組織運営の仕組みも変わらざるをえない。

運営管理の仕組みが組織の境界を決めるといえるだろう。 
顧客を組織のメンバーとする点はどうか。これについて

バーナードは組織の一員としている。しかし顧客を含めて

組織運営を行うとすれば通常、売る側と買う側の利害の対

立から組織の目的追求が難しくなって円滑な運営がやりに

くくなる。そこで通常、企業の組織は、顧客を組織のメン

バーとはしない運営の仕組みを作り顧客を組織外の存在と

捉えてしまうのである。 
 

4. おわりに 
制度をはじめとした多様な環境変化のなかで、統治およ

び運営の仕組みは変わらざるを得ない。組織は、運営の仕

組みによって選ばれた人々や経営資源であり、仕組みの変

化に合わせて組織の範囲も変わるのである。組織は複数の

人々を中心に様々な経営資源を有する実体のあるものと捉

えられる。こう考えることで、組織の定義に対する私の違

和感は少なからず解消に向かうのである。 
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